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NY マーケットレポート（2021 年 4 月 1 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00 分～午前 5 時 30 分まで） 
 

米国の主要な経済指標の結果 

新規失業保険申請件数 71.9 万件（予想 68.0 万件・前回 68.4 万件⇒65.8 万件） 

失業保険継続受給者数 379.4 万人（予想 377.5 万人・前回 387.0 万人⇒384.0 万人） 

米新規失業保険申請件数（3/27 までの週）は、前週比+6.1 万件と 2 週ぶりに増加した。新型コロナウイ

ルスの新規感染者数は減少し、営業規制も緩和されているものの、旅行・娯楽分野などの雇用が低迷し

ていることが影響しているとの指摘もある。一方、失業保険継続受給者数（3/20 までの週）は、前週比

-4.6 万人と 11 週連続の低下となり、昨年 3/20 の週以来の低水準まで改善した。 

 

 

データを基に SBILM が作成 
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3 月 ISM 製造業景況指数 64.7（予想 61.4・前回 60.8） 

3 月の米 ISM 製造業景況指数は、前月から 3.9 ポイント上昇し、1983 年 12 月以来 37 年 3 ヵ月ぶりの高

水準となった。また、製造業の景気拡大・縮小の判断基準となる 50 は 10 ヵ月連続で上回った。生産が

68.1（前月 63.2）、新規受注が 68.0（前月 64.8）、在庫が 50.8（49.7）、雇用が 59.6（54.4）と上昇

したものの、仕入価格は 85.6（86.0）と低下した。3 月は 18 業種中 17 業種が景況拡大を報告した。 

 

データを基に SBILM が作成 
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ダウ平均株価は反発、ナスダックと S&P500 は続伸 

米株式市場では、バイデン米大統領が発表したインフラ投資計画を好感し、主要株価指数は序盤から堅

調な動きとなった。さらに、3 月の米 ISM 製造業景況指数が市場予想を大幅に上回り、1983 年 12 月以来

の高水準となったことも好感された。ダウ平均株価は、一時前日比 185 ドル高まで上昇し、高値圏を維

持したまま 171.66 ドル高（+0.52％）で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダックは 233.65 ポイン

ト高（+1.76％）で終了した。なお、S&P500 指数は続伸となり、取引時間中、終値ベースの最高値を更新

した。 
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ドルは主要通貨に対して軟調な動き 

NY 市場では、欧州市場の流れを引き継ぎ、ドルは主要通貨に対して軟調な動きとなった。序盤に発表さ

れた米新規失業保険申請件数が 2 週ぶりに増加と冴えない結果となったことや、米長期債の指標となる

米 10 年債利回りがアジア時間から低下が続いたこともあり、ドルは主要通貨に対して軟調な動きとなっ

た。その後、3 月の米 ISM 製造業景況指数が市場予想を大幅に上回り、1983 年 12 月以来 37 年 3 ヵ月ぶ

りの高水準となったものの、為替市場の反応は限定的だった。終盤にかけては、米雇用統計を翌日に控

えていることや、イースター休暇（Good Friday）を前に市場参加者も少ないことから、ドル円・クロス

円は小動きの展開となった。 

 

出所：総合分析チャート 
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